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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第２四半期
累計期間

第12期

会計期間
自2020年６月１日
至2020年11月30日

自2019年６月１日
至2020年５月31日

売上高 (千円) 4,673,411 7,106,147

経常利益 (千円) 929,303 174,412

四半期（当期）純利益 (千円) 605,321 96,373

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ―

資本金 (千円) 26,377 26,377

発行済株式総数 (株) 1,918,500 1,918,500

純資産額 (千円) 1,448,087 842,765

総資産額 (千円) 2,547,237 2,032,492

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 315.52 50.23

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ―

自己資本比率 (％) 56.8 41.4

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 642,969 218,298

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △3,458 △165,103

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △47,304 △99,096

現金及び現金同等物の四半期末（期
末）残高

(千円) 1,494,023 901,816

　

回次
第13期

第２四半期会計期間

会計期間
自 2020年９月１日
至 2020年11月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 191.60

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

　 ては記載しておりません。

　 ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は

非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

４. 当社は第12期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第12期第２四半期累計

期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

　



― 2 ―

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。なお、当

社は、前第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析

は行っておりません。

(1) 経営成績の状況

2020年経済産業省公表の実態調査によりますと、国内のEC取引の市場規模は10兆円と前年対比8.1％の伸びを

示しており、引き続き市場の成長が期待されております。

当第２四半期累計期間においては、第１四半期累計期間に引続き新型コロナウイルス感染症の影響から、外出

を控える消費者が増加したことから、「巣ごもり消費」という言葉に表現されるように、自宅にいながら買い物

を楽しむという新たな消費行動がより顕著となり、国内のEC取引の市場成長をさらに加速させております。

このような環境の中、当社は、健康・美容・医療医薬の分野に特化し、「酵水素328選生サプリメント」「酵

水素328選もぎたて生スムージー」「ホワイピュア」、漢方商品「防風通聖散」等の自社ブランド商品の売上拡

大に向けて、インフォマーシャル広告やインターネット広告等の広告投資を積極的に実施しました。

また、近年ヘルスケアメーカーのEC化ニーズも高まっていることから、当社はSNS（ソーシャル・ネットワー

キング・ サービス）を活用した広告や著名人等の起用による販促支援等の、マーケティング支援業務も引き続

き強化しております。

さらに、新規事業として前事業年度に開業した赤坂調剤薬局では、コロナウイルス特例措置の一環として2020

年４月10日付で厚生労働省から発出された事務連絡に基づき、電話等による遠隔服薬指導と処方箋医薬品の宅配

事業を開始しております。また、同年９月に菅政権が発足し、デジタル化推進策の１つとして特例措置の恒久化

も検討されております。

以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は4,673,411千円、営業利益は922,822千円、経常利益は929,303

千円、当期純利益は605,321千円となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（ヘルスケアセールス事業）

ヘルスケアセールス事業におきましては、当社取扱い商品のイメージに合った著名人等を活用した企画性に富

んだ広告が寄与しました。特に、前事業年度及び第１四半期累計期間に実施した新規顧客獲得のための積極的な

広告投資が功を奏し、酵水素328選シリーズの定期会員数が大幅に伸び、売上、セグメント利益の拡大につながり

ました。その結果、セグメント売上高は3,506,681千円、セグメント利益は1,051,576千円となりました。

（メディカルケアセールス事業）

メディカルケアセールス事業におきましては、前事業年度及び第１四半期累計期間において新規顧客獲得のた

めの積極的な広告出稿を促進したことに加え、2019年11月にM&Aで取得した漢方薬オンラインショップ事業

（JFD）が売上増加に寄与しました。その結果、セグメント売上高は775,622千円、セグメント利益は34,755千円

となりました。

（ヘルスケアマーケティング事業）

ヘルスケアマーケティング事業におきましては、ヘルスケアメーカーのEC化ニーズの高まりを背景に、SNSや、

著名人等を起用したキャスティングを活用した販売支援業務が好調で売上増加に寄与しました。また、前事業年

度より取り組みを開始したテレビ通販販売チャネルにおける自社商品等の卸業務も売上増加に貢献しておりま

す。一方で、広告運用を含むメディア事業の組織構成が遅れており売上が伸び悩むと同時に、システムセキュリ

ティ構築の投資がかさみました。その結果、セグメント売上高は391,107千円、セグメント損失は547千円となり

ました。
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(2) 財政状態の状況

（資産の部）

当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ514,745千円増加し、2,547,237千円となりまし

た。これは主に、現金及び預金の増加592,927千円によるものであります。

（負債の部）

当第２四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ90,576千円減少し、1,099,150千円となりま

した。これは主に、未払法人税等が272,652千円増加した一方、未払金が331,135千円減少したことによるもので

あります。

（純資産の部）

当第２四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ605,321千円増加し、1,448,087千円となり

ました。これは、当期純利益の計上605,321千円による利益剰余金の増加によるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ592,207

千円増加し、1,494,023千円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において営業活動の結果増加した資金は、642,969千円となりました。この主な要因は、

売上債権の増加77,327千円、未払金の減少331,465千円、法人税等の支払額67,068千円が生じた一方で、税引前四

半期純利益929,303千円、仕入債務の増加20,169千円、たな卸資産の増加29,989千円、前払費用の減少45,890千

円、未払消費税等の増加60,563千円が生じたこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において投資活動の結果減少した資金は、3,458千円となりました。この主な要因は、有

形固定資産の取得による支出2,638千円が生じたこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間において財務活動の結果減少した資金は、47,304千円となりました。この要因は、長期

借入金の返済による支払額47,304千円が生じたことによるものであります。

(4) 研究開発活動

　当第２四半期累計期間における研究開発活動の金額は、13,363千円であります。

　なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,670,000

計 7,670,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

( 年 月 日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,918,500 1,918,500 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であり
ます。

計 1,918,500 1,918,500 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年９月１日～
2020年11月30日

― 1,918,500 ― 26,377 ― 9,377

(5) 【大株主の状況】

2020年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式(自

己株式を除

く。)の総数に

対する所有株式

数の割合(％)

中村 篤弘 東京都目黒区 1,233,500 64.3

㈱篤志 東京都目黒区目黒２-12-10-B802号 500,000 26.1

竹尾 昌大 東京都目黒区 185,000 9.6

計 ― 1,918,500 100.00
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式1,918,500 19,185
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であります。な
お、単元株式数は100株であります。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,918,500 ― ―

総株主の議決権 ― 19,185 ―

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役
経営企画室長

高野 好広 1974年９月16日

2000年10月 監査法人トーマツ 入所

(注)２ ―

2006年10月 ㈱パートナーズ・コンサルティン

グ 入社

2008年５月 みずほ銀行 入行

2011年10月 三井物産㈱ 入社

2014年３月 イオン㈱ 入社

2019年９月 当社入社 経営企画室長

2020年12月 当社取締役 経営企画室長（現

任）

取締役 小田部 真司 1986年11月17日

2009年４月 あずさ監査法人 入所

(注)２ ―

2016年９月 ㈱ツクルバ 入社

2019年12月 南青山税理士法人 入所（現任）

2020年１月 特定非営利活動法人ソーシャルバ

リュージャパン 監事（現任）

2020年７月 一般社団法人IPO・M&A ACADEMY

理事（現任）

2020年12月 当社社外取締役（現任）

（注） １．取締役小田部真司は、社外取締役であります。

２．取締役高野好広、小田部真司の任期は、2019年８月30日開催の定時株主総会終結のときから選任後２年以内

に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会のときまでであります。

（２）異動後の役員の男女別人数及び女性比率

役員総数：男性９名 女性１名 （役員のうち女性の比率10.0％）
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第211条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第２四半期会計期間(2020年９月１日から2020年11月30日まで)及び第２四半期累計期間(2020

年６月１日から2020年11月30日まで)に係る四半期財務諸表について、監査法人アヴァンティアによる四半期レビュー

を受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次の通りであります。

①資産基準 0.07％

②売上高基準 0.00％

③利益基準 △0.15％

④利益剰余金基準 △0.12％

４ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　 当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７―６」の規定に準じて前年

　 同四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
( 2020年５月31日)

当第２四半期会計期間
(2020年11月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 908,057 1,500,984

受取手形 384 ―

　 売掛金 404,117 425,179

商品 391,401 360,531

貯蔵品 4,754 5,634

前払費用 133,191 87,228

その他 28,041 2,336

貸倒引当金 △6,331 △7,516

流動資産合計 1,863,616 2,374,378

固定資産

有形固定資産 8,618 9,389

無形固定資産 40,081 28,368

投資その他の資産 120,175 135,100

固定資産合計 168,875 172,858

資産合計 2,032,492 2,547,237
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(単位：千円)

前事業年度
（2020年５月31日）

当第２四半期会計期間
(2020年11月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 102,361 122,530

1年内返済予定の長期借入金 93,648 92,188

未払金 670,321 339,186

　 未払費用 35,454 29,238

未払法人税等 67,068 339,720

　 未払消費税等 － 60,533

　 前受金 130,756 74,107

預り金 8,405 4,287

賞与引当金 6,502 7,993

流動負債合計 1,114,518 1,069,786

固定負債

長期借入金 75,208 29,364

固定負債合計 75,208 29,364

負債合計 1,189,726 1,099,150

純資産の部

株主資本

資本金 26,377 26,377

資本剰余金 9,377 9,377

利益剰余金 805,506 1,410,827

株主資本合計 841,261 1,446,582

新株予約権 1,504 1,504

純資産合計 842,765 1,448,087

負債純資産合計 2,032,492 2,547,237
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2020年６月１日
至 2020年11月30日)

売上高 4,673,411

売上原価 967,880

売上総利益 3,705,531

販売費及び一般管理費 ※１ 2,782,708

営業利益 922,822

営業外収益

受取利息 5

キャッシュレス還元還付金 7,282

雑収入 1,071

営業外収益合計 8,359

営業外費用

支払利息 503

　 貸倒引当金繰入額 1,375

営業外費用合計 1,879

経常利益 929,303

税引前四半期純利益 929,303

法人税、住民税及び事業税 339,720

法人税等調整額 △15,738

法人税等合計 323,981

四半期純利益 605,321
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2020年６月１日
至 2020年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 929,303

減価償却費 2,919

のれん償却額 2,727

　顧客データ償却 8,959

貸倒引当金の増減額(△は減少) 1,185

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,490

　受取利息及び受取配当金 △5

支払利息 503

売上債権の増減額(△は増加) △77,327

たな卸資産の増減額(△は増加) 29,989

前払費用の増減額(△は増加) 45,890

　未収還付消費税等の増減額（△は増加） 26,017

仕入債務の増減額（△は減少） 20,169

未払金の増減額（△は減少） △331,465

　未払消費税等の増減額（△は減少） 60,563

　その他 △10,456

小計 710,463

利息及び配当金の受取額 5

利息の支払額 △431

法人税等の支払額 △67,068

　営業活動によるキャッシュ・フロー 642,969

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △720

有形固定資産の取得による支出 △2,638

敷金及び保証金の差入による支出 △100

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,458

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △47,304

財務活動によるキャッシュ・フロー △47,304

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 592,207

現金及び現金同等物の期首残高 901,816

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,494,023
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【注記事項】

(追加情報)

　前事業年度末の新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の（追加情報）に記載した新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響に関する仮定について重要な変更はありません。

(四半期損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

当第２四半期累計期間
(自 2020年６月１日
至 2020年11月30日)

EC広告費 1,680,346千円

EC荷造運賃 311,282 〃

賞与引当金繰入額 7,993 〃

貸倒引当金繰入額 △190 〃

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

　

当第２四半期累計期間
(自 2020年６月１日
至 2020年11月30日)

現金及び預金 1,500,984千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △6,961 〃

現金及び現金同等物 1,494,023千円

(株主資本等関係)

当第２四半期累計期間(自 2020年６月１日 至 2020年11月30日)

１ 配当金支払額

　 該当事項はありません。

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

３ 株主資本の著しい変動

　 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間(自 2020年６月１日 至 2020年11月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期損益
計算書計上

額
（注）２

ヘルスケア
セールス事業

メディカルケア
セールス事業

ヘルスケアマ
ーケティング

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 3,506,681 775,622 391,107 4,673,411 ― 4,673,411

セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 3,506,681 775,622 391,107 4,673,411 ― 4,673,411

セグメント利益
又は損失(△)

1,051,576 34,755 △547 1,085,785 △162,962 922,822

(注)１.セグメント利益又は損失（△）の調整額△162,962千円は報告セグメントに含まれない全社費用であり、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２.セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期累計期間
(自 2020年６月１日
至 2020年11月30日)

１株当たり四半期純利益 315円52銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 605,321

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 605,321

普通株式の期中平均株式数(株) 1,918,500

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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